
































































































































































 

 

第 7 章 ポーランド  
 

概要  
 

第二次世界大戦後の復興の象徴として、グダニスクに Gdańsk Shipyard が設立され

た。1960 年代、ポーランドの建造量は世界で 6 番目であり、その地位は 1970 年 12 月、

Gdańsk Shipyard のレーニン造船所での抗議行動が発生するまで続いた。その後の政権

交代により、大規模な投資による造船所の近代化が進み、1970 年代は好調を維持するこ

とができた。1980 年 8 月、レーニン造船所で労働者による民主化運動が起こり、この出

来事は、ポーランドにおける国家社会主義の終焉につながり、1989 年にはポーランドが

資本主義経済へと変貌を遂げるきっかけとなった。1980 年代、レーニン造船所は、多額

の負債を抱えていたため、ポーランド政府は、輸出することで負債を軽減しようとした。

1988 年にレーニン造船所が倒産の危機に直面したが、一旦倒産を免れ、その後民営化さ

れ、多くの労働者の雇用が失われた。  

 

 

図 7.1 ポーランドの船種別建造量の推移（総トン）  
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図 7.2 ポーランド造船業の建造量（総トン）の世界シェアと欧州シェア  

 

 

1940 年代～1950 年代  
 

ポーランドの造船業は、バルト海のグダニスク、グディニア、シュチェチン沿岸地域

に集中しており、第二次世界大戦中、多くの造船所が破壊された。1946 年に国有化され

ポーランドの経済計画制度に組み込まれ、施設や設備を再整備することによって、輸出

志向の産業に発展した。四つの大きな造船所は、グダニスクの Gdańsk Shipyard、

Northern Shipyard 、 グ デ ィ ニ ア の Gdynia Shipyard、 シ ュ チ ェ チ ン の Szczecin 

Shipyard であり、合わせて約 9,000 人の労働者がいた。  

イタリア、フランス、ベルギーの造船所との契約により、ポーランドの造船所で働く

労働者は造船技術を学んだ。また、造船業のための訓練制度が整備されたため、労働者

は高い技能を身に着けることができた。  

ポーランドでは、鉄鋼業や造船業をはじめとする重工業への大規模な投資が行われ、

これらの投資の結果、造船業はソ連に次ぐ東欧第 2 位の造船業へと発展した。  

1945 年以降のソ連の造船業は劣悪な状況であり、造船所を再建し、装備を整える必要

があったため、ソ連は、ポーランドに対して、大量の漁船とバルクキャリアを 1955 年

までに納入するよう発注した。この発注により、ポーランド造船業は、生産量を 1947 年

の 3 倍に増やさなければならなかった。ソ連からの大量受注は、連続建造によるスケー

ルメリットが得られるのみならず、造船業への投資を呼び込むとともに、雇用機会の創

出など大きな様々なプラスの効果をもたらした。  
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1960 年代～1970 年代  
 

1960 年の Gdańsk Shipyard の建造量は、世界の造船会社ランキングで 5 位であった。

ポーランド造船業は主にソ連向けに建造していたが、ブラジルや中国も顧客としていた。

Gdańsk Shipyard は元々、漁船や貨物船を主に建造しており、大型船はほとんど建造し

なかった。日本で、ナショナル・バルク・キャリアーが、1959 年に 10 万 3 千重量トン

のタンカー「ユニバース・アポロ」を建造したが、同時期に Gdańsk Shipyard が建造し

た船舶のほとんどは 1 万 9 千重量トン以下であった。  

1970 年、Gdańsk Shipyard のレーニン造船所をはじめとするいくつかの造船所で労

働者がストライキを行った。ストライキの原因は、造船所の労働条件が悪化し、同年の

残業時間の制限により、造船所の労働者の給与が約 3 分の 1 に低下したことであった。

このストライキがきっかけとなり、ポーランド政府は、労働者の信頼を取り戻すことを

優先事項として掲げ、ポーランドの造船業への投資を行った。  

1971 年以降、レーニン造船所の輸出構造は大きく変化し、ソ連向けだけではなく、ノ

ルウェー、ドイツ、オランダ、イギリス、コロンビア、カナダ、イランなどの国々向け

にも建造されるようになりました。  

ポーランド経済の近代化のプロセスは、資本主義国から資本と技術を輸入することに

よって進められていた。1974 年以降、レーニン造船所では、最新の技術を導入するため

の大規模な近代化計画が行われた。このプログラムは、新しい船種の建造、労働生産性

の向上、欧州諸国への輸出の拡大、労働条件の改善に重点を置いたものであった。最も

重要な改善点は、設備の自動化や近代的な溶接設備・機械の導入、大型スリップウェイ

やクレーンの建設などであり、ブロック建造が可能になった。しかしながら、ポーラン

ドの経済状況がは低迷していたため、レーニン造船所で近代化計画は完全には実行され

なかった。  

 

 

1980 年代以降  
 

1980 年に、ポーランドが欧州諸国から借り入れていた金額は約 255 億ドルにのぼり、

借金返済が優先事項となったため、様々な経済活動が制約を受けた。1982 年には、ポー

ランド経済が全面的に崩壊し、労働争議なども発生したため、造船業は停滞した。1980

年代の造船所の最大の問題は、原材料の不足と労働力不足であった。輸出収入のほとん

どが債務返済に回っていたため、原材料や機器の輸入に充てることが難しかった。また、

物価上昇により、造船業が調達する原材料の価格は 1980 年から 1986 年までの間に

300％以上も上昇した。一方で、新造船の価格は 1980 年代に大幅に下落していたため、

ポーランドの造船業にとって大きな問題となった。そのため、スペイン、ポルトガル、

ユーゴスラビアなどの造船所で船体を建造し、ポーランドの造船所で艤装する方法を採

用した。また、国内の企業同士の協力関係が十分でなかったため、国内の多くのサプラ

イヤーが国内での販売よりも輸出を好んでいたことも材料や機器が不足した要因の一つ

であった。  
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造船所の労働力不足は、1970 年代にすでに顕著になっており、1980 年代にさらに深

刻な状態となった。欧州諸国では造船所の労働者の解雇が進められていたが、ポーラン

ドでは熟練労働者を必要としていた。レーニン造船所では、1983 年に約 2,500 人の労働

者が不足していた。1980 年代前半は、人材不足が、納期の遅れや船舶の質の悪さにつな

がり、ポーランドの造船業の評判は良くなかった。  

世界的な建造需要の停滞と相まって、1980 年代半ば以降、受注は減少の一途をたどっ

たため、ポーランド政府はレーニン造船所の状況を把握するための調査を実施した。そ

の結果、造船所の財務状況が悪化していることが明らかとなり、レーニン造船所の資金

の流動性を確保するため、政府は 1984 年に同造船所への支援プログラムを発表した。

それでも、根本的な問題は解決されなかったため、1988 年に政府はレーニン造船所を閉

鎖する意向を発表したが、1989 年に、ポーランドは、計画経済体制から資本主義市場体

制へ移行したことにより状況は一変した。新政府は、レーニン造船所の清算手続きを停

止し、株式会社に転換して、政府が 60%の株式を保有することになった。  

Gdańsk Shipyard は、設備投資を行うことで効率化を図るよりも、多くの労働者を雇

うことを優先したため、労働力は 1990 年の 7,452 人から 1993 年には 8,955 人に増加

した。建造量は順調に増加したが、一方で借金が膨らんでおり、1996 年に破綻した。そ

の後、破産手続きが完了した後、Gdynia Shipyard に買収された。その後、主にコンテ

ナ船、バルクキャリアや船体ブロックを建造するようになった。  

ポーランドの造船業は、欧州諸国と比較して低い労働コストによる恩恵を受け、1990

年後半に再び成功を収めた。2000 年には、ポーランドは世界の造船業の中で韓国、日本、

中国、ドイツに次ぐ 5 位に位置している。2004 年には、造船・修理部門で約 2 万 8,700

人を雇用し、さらに舶用機器メーカーに 5 万人から 6 万人の従業員がいる。ポーランド

の造船業は 1990 年以降、フェリー、バルクキャリア、コンテナ船、ヨットなどを生産

してきたが、最近はオフショアや風力発電の市場にも参入している。  

2000 年代半ば以降、ポーランドの造船業が衰退のは、2004 年の EU 加盟と 2008 年

の金融危機である。2005 年までは、ポーランドの造船業は世界の造船市場で競争力を持

ち、ドイツやオランダの競争相手になっていたが、2008 年に、EU が、ポーランド政府

から造船所への支援がルール違反であると結論付けたため、返済の必要が生じたことに

より、状況は一変した。また、 2008 年に発生した金融危機の影響もあり、 Gdynia 

Shipyard と Szczecin Shipyard は閉鎖された。  

2013 年に Gdańsk Shipyard の労働者は約 2,100 人で、1990 年の 3 分の 1 以下にな

った。現在は、Gdańsk Shipyard は、造船、鉄鋼、風力発電の分野を扱っており、オフ

ショア船や調査船、構造物などを建造している。  

 

  

－ 78 －



 

 

第 8 章 ドイツ  
 

概要  
 

ドイツの造船業は、第二次世界大戦後に船舶の建造を禁止されたが、1949 年に建造が

認められると、その後急速に建造量を拡大した。石油危機以降は、他国と同様に建造量

が縮小したが、コンテナ船の建造にも力を入れていたため、比較的影響は小さかった。

2000 年代までコンテナ船の建造を続けたが、今日では、クルーズ船の建造が大半を占め

ている。  

 

 

図 8.1 ドイツ（西ドイツ・東ドイツ）の船種別建造量の推移（総トン）  
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図 8.2 ドイツ（西ドイツ・東ドイツ）造船業の建造量（総トン）の  

世界シェアと欧州シェア  

 

 

1950 年代～1960 年代  
 

1945 年以降、造船業は連合国によって禁止されたため、いくつかの造船所は閉鎖され

たが、数年後に建造禁止の制限は解かれ、1951 年には輸出市場への再参入が認められた。

1950 年代は、英国と日本が大きな建造量を誇っていたが、西ドイツも、近代的な生産設

備の導入や安価な労働力と原材料価格によって、競争力を獲得した。1950 年代は西ドイ

ツの造船業は好調であり、1955 年には世界の建造量の約 2 割を占めていた。  

1960 年には西ドイツの造船業で約 86,000 人の労働者が働いていた（下請けやサプラ

イヤーは含まない）。西ドイツ全体の中では、造船業の雇用者は全産業の約 1%であった

が、地域によっては造船業の雇用者の割合は高く、ハンブルク、ブレーメン、シュレー

スヴィヒ・ホルシュタインでは、造船業の雇用者は全産業の 11～15%を占めていた。約

140 の造船所が存在したが、キールの Howaldtswerke、ハンブルクの Howaldtswerke 

Hamburg、Blohm & Voss、ブレーメンの A.G. Weser、Bremer Vulkan、エムデンの

Nordseewerke などの大手造船所が、造船所の雇用者数の約 75%に相当する 65,000 人

を雇用していた。西ドイツの主要造船所の業務のうち、新造船の建造に従事しているの

は約 8 割で、残りの 2 割が修繕事業と船舶や海洋以外の分野の事業に従事していた。  

西ドイツの造船業は 1955 年～1965 年まで安定的に建造量を維持していたものの、日

本は建造量を拡大し、1965 年には約 4 割の世界シェアを獲得したため、世界市場におけ

るシェアは縮小傾向であった。1961 年にドイツ・マルクの切り上げにより、造船業の業

績が悪化したため、エルハルト経済大臣が造船業の問題点を調査するよう依頼した。調
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査結果の主な内容は下記の事項である。  

 西ドイツの造船所に導入された技術は、国際的に見て後れをとっていないが、

大型タンカーを建造の促進と建造コストのさらなる低減のために投資を行う

ことを推奨  

 造船所が合併することにより規模の経済を活用して、競争力を高めることを推奨  

 造船所の事業を多角化し、修繕事業や海洋に関係しないエンジニアリング事業

などにも広げることを推奨  

 日本や一部の欧州諸国では、低金利の輸出信用が提供されている  

 

造船業界は、業界内の協力の強化とより良い信用制度の導入という二つの優先事項を

強調した。西ドイツ政府は、EEC と OECD において信用供与に関する合意が形成され

るまで、自国の造船業に有利となる信用供与制度を導入しなかったが、1968 年に、EEC

と OECD の協定に沿った輸出信用制度が導入されるとともに、ドイツの船主に対する融

資制度を改善した。また、生産設備に投資を行う造船所に対して、低金利の融資を提供

するプログラムによる支援も行われた。  

ハンブルクでは、造船所の合併に関する交渉が開始された。 Blohm & Voss と

Howaldtswerke Hamburg との合併は、Blohm & Voss が拒否したため実現しなかったが、

Blohm & Voss は Stiilcken を買収し、Howaldtswerke Hamburg は Deutsche Werft 及

び、Howaldtswerke Kiel と合併し Howaldtswerke-Deutsche Werft（HDW）となった。 

1960 年代は、キールの Howaldtswerke を除き、ほとんどの造船所が大きな損失は出

していなかったが、将来の不確実性に備えて新規投資は比較的低水準に落ち着いた。大

型タンカーの建造のために投資を行ったキールの Howaldtswerke と A.G. Weser は例

外である。  

1967 年にスエズ運河が閉鎖されたことによって VLCC の需要が増加したが、西ドイ

ツの造船業は、日本との競争激化による船価の低減やインフレ率の上昇による人件費や

原材料費の高騰により、採算が取れなくなり業績は悪化した。  

Blohm & Voss は、収益性の高い修繕事業とエンジニアリング事業により事業を多角

化していたが、標準貨物船の連続建造で失敗したことや固定価格での建造契約で損失を

出したことなどによって破産の危機に追い込まれた。A.G. Weser は、VLCC の建設に特

化した投資を行ったことにより業績は好転した。VLCC を建造していた HDW は、1968

年に国営企業等により財政再建が行われた。コンテナ船を含む中型船を建造していた

Bremer Vulkan と Nordseewerke においても新たな投資が行われた。  
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1970 年代以降  
 

1971 年～1973 年にかけて VLCC の需要の波が押し寄せたが、西ドイツの造船業は、

1970 年以前の建造契約が低船価であったことや人件費と原材料費の高騰による影響に

よって、市場の好転の恩恵を受けるタイミングが遅れた。他にも、人手不足やドイツ・

マルク高などの問題や、外国政府が造船業に対して補助を行っていることなどの影響を

受けた。  

西ドイツでもっとも問題を抱えていたのは HDW であった。HDW は、1969 年から 1973

年にかけて従業員を 19,300 人から 15,800 人に削減したが、採算が取れないままであっ

た。Blohm & Voss は、1972 年に利益を出し、修繕事業とエンジニアリング事業を拡大す

ることを発表し、数年後には VLCC を建造するドックを建設した。Nordseewerke は 1972

年は黒字となった。Bremer Vulkan は、VLCC を建造するドックを建設し、1973 年に操

業を開始した。A.G. Weser は 1971 年～1973 年にかけて西ドイツで最も利益を上げた造

船所であったが、これは、VLCC に早くから特化していたためである。1975 年には建造

量が大きくなったが、建造拡大の背景には、競争上の優位性よりも、世界的な需要、特に

大型船の需要が他国の建造能力を上回っていたと考えられていた。  

1970 年に西ドイツ政府が発注した造船業の調査報告書において、下記の提言がまと

められた。  

 大手造船所は、VLCC やその他の標準設計の大型船の連続建造に重点を置くこ

とを推奨（コンテナ船やリーファー等の建造は、マイナスの要因と考えられて

いた。）  

 ハンブルクの HDW と Blohm & Voss の合併、ブレーメンの A.G. Weser と

Bremer Vulka の合併を推奨（生産施設への投資を伴う業界構造の再編を推奨。） 

 政府は、国際市場と国内市場の両方で、競争力のある信用供与を行うとともに、

投資を促進するためのインセンティブを用意することを推奨  

 

造船所の合併案は賛否両論であった。西ドイツ政府は信用供与の要求には好意的に対

応したが、生産施設への新規投資には否定的であった。  

1973 年の石油危機と 1975 年のスエズ運河再開によって、タンカー需要の崩壊と

VLCC の建造量力の過剰が問題となった。1974 年～1975 年には、西ドイツの造船所は

相対的に繁栄していた。造船所の仕事量は十分にあり、1974 年以前に締結された契約も

残されており、経営陣は総じて将来の見通しに自信を持っていた。  

Blohm & Voss は、VLCC 以外の船種で西ドイツが強い地位を築いているため、石油

危機の影響は小さいと考えており、修繕事業、オフショア事業、海外の造船所のコンサ

ルティング事業などについて検討を行っていた。VLCC を建造していた造船所への影響

は大きく、HDW は 6 隻、A.G. Weser は 5 隻の VLCC のキャンセルに見舞われた。  

1976 年には、石油危機以前に契約した建造の大部分を完了し、その後、船価の大幅下

落と新規受注不足に直面した。西ドイツの造船所は、コンテナ船の建造にも力を入れて

いたため、欧州諸国の他の造船所に比べると、石油危機の影響は比較的小さかった。政

府が行った信用供与や船価の 20%までの直接補助などの支援も新規受注の減少を穏や
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かにした。また、海軍から艦艇や潜水艦などが発注されたため、商船の受注不足を補う

ことができた。  

西ドイツ政府と州政府は、地域的な失業の高まりを避けるために、1979 年から 1981

年にかけて、建造補助金制度を設けたが、補助対象は特殊船のみで、タンカーとバルク

キャリアは除外された。また、西ドイツ政府が二回目の建造補助金制度への資金提供を

拒否したため、州政府が独自に補助することにしたが、十分な資金を提供することはで

きなかった。そのため、造船業の衰退を止めることはできず、1975 年以降、主要な造船

所の雇用は減少し、1975 年から 1980 年の間に、商船建造に従事する雇用者数は 47,400

人から 24,800 人になった。Blohm & Voss は、修繕事業とオフショア事業に取り組んで

いたため、比較的影響を受けずに済んだ。一方、A.G. Weser は VLCC に特化した代償

は大きく、損失を拡大し、1983 年に閉鎖された。Bremer Vulkan は 1978 年に赤字を出

したが、海軍からの大量受注を受けたことにより、艦艇建造に舵を切ろうとしていた。

HDW の業績は公表されていないが、1975 年以降は深刻な赤字を計上していたと考えら

れている。Nordseewerke は少なくとも 1978 年まで黒字を維持していた。  

中小造船所でも労働力の削減が行われたが、大手造船所に比べると緩やかな削減であ

った。それでも 1980 年代半ばに建造能力が過剰となっており、多くの造船所が船主会

社を設立し、その船主会社の勘定で船舶を建造するようになったが、これらの船舶の実

需は十分でなかった。  

ブレーメン港には、1980 年代後半までいくつかの造船所が存在したが、造船業の崩壊

により、失業率は 25%まで上昇した。地元の協議会は収益性を確保するための方法を模

索し、既存のインフラやノウハウを組み合わせて、再生可能エネルギーのクラスターを

構築することにした。その結果、洋上風力関係の企業を誘致することができ、新規雇用

を創出することに成功した。  

Bremer Vulkan は 1997 年に閉鎖し、HDW は 2005 年に Thyseen Krupp Marine 

Systems に買収された。  

エムデンの Nordseewerke は、商船のみならず艦艇や潜水艦も建造していた。1970 年

代には経営合理化のため従業員が大幅に削減されたが、2008 年まで Thyseen Krupp 

Marine Systems がオーナーとなり造船業を継続していた。2010 年に SIAG Industrie

の買収により造船業は停止し、現在は洋上風力発電の機器等を製造している。  

パーペンブルクでは、造船業から古くから続けられており、過去には 23 の造船所が

あったが、現在では Meyer Werft のみが存続している。Meyre Werft は 1795 に設立さ

れた家族経営の造船所で、自動車船、旅客フェリー等の分野を切り開き、1986 年に最初

のクルーズ船を建造した。最初のクルーズ船建造では利益を上げることはできなかった

が、その後クルーズ船建造のノウハウを強化し、現在、ドイツの最も大きな造船所の一

つで、クルーズ船建造市場で大きなシェアを占めている。  
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第 9 章 オランダ  
 

概要  
 

オランダ造船業は、第二次世界大戦後、修繕事業や小型船等の建造に力を入れていた

が、1970 年前後に世界的なタンカー需要が増加した時期に、タンカーの建造量を拡大し

た。その後、浚渫船やオフショア船などニッチな分野で安定的に建造量を維持している。  

 

 

図 9.1 オランダの船種別建造量の推移（総トン）  

 

－ 84 －



 

 

 

図 9.2 オランダ造船業の建造量（総トン）の世界シェアと欧州シェア  

 

 

1950 年代～1960 年代  
 

戦後、オランダ造船業は、修繕事業により復活した。1952 年には、オランダには、136

の造船所があり、48,333 人の労働者がいた（2012 時点では 75 の造船所、11,850 人の

労働者）。現在は、オランダ造船業は、オフショア支援船、浚渫船、スーパーヨット等を

主に建造しているが、1950 年代は、客船や一般貨物船を建造していた。  

オランダが植民地としていたインドネシアが 1949 年に独立したことにより、それま

で、オランダ、インドネシアの貿易を支えていたオランダの海運会社の経営状況が悪化

し、オランダ造船業への新造船発注や修繕需要が低下したため、その後厳しくなると予

測されていたが、世界的に建造需要が増加したため、その恩恵を受けることができた。

オランダの造船業は、主にロッテルダムに集中していたが、その他にもアムステルダム、

フリシンゲン、フローニンゲンにも少しずつ集まっていた。ロッテルダム、アムステル

ダムでは客船や一般貨物船を建造しており、フリシンゲンは艦艇、フローニンゲンでは

小型の離島船を建造していた。  

1960 年にはオランダの造船業で約 5 万人で、造船業の雇用者は全産業の約 5%を占め

ていた。1950 年代はオランダ造船業は好調であり、1955 年には世界の建造量の約 1 割

を占めていた。このうちの約 5 割がロッテルダムの Wilton-Fijenoord、Verolme、フリ

シンゲンの Royal Schelde、アムステルダムの NDSM で働いていた。その他の労働者は

小型商船、漁船、沿岸・内陸航行船などを建造する小規模な造船所で働いており、オラ

ンダ全体で合計で約 150 の企業が存在した。  

オランダ造船業の労働者のうち、新造船の建造に従事している者は 45%と低く、40%
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は修繕事業、15%はエンジニアリング事業に従事していた。  

1960 年代はオランダにとって経済成長の 10 年であった。労働者は、労働組合を経由

せず、組合員が独自に行うストライキによって高賃金を獲得していった。一般的に、造

船業の賃金は、オランダの産業全体の平均よりも低かったが、名目賃金は 1970 年代ま

で上昇し続けた。1950 年代は、オランダは欧州の中でも賃金が低かったが、1960 年代

は、造船所の経営者がコストカットのため、労働者の雇用の打ち止め、企業統合、低賃

金の国への資本の移動などを行うようになった。海運業、造船業、繊維業などでこれら

の傾向が顕著になった。  

1930 年代には、オランダ造船業は、英国、ドイツに次ぐ、世界三番目の建造量を誇っ

ていたが、1960 年代後半にはその地位は失われており、オランダ政府は、1965 年に、

造船業の政策を検討するための委員会を設立した。1966 年に委員会が出した結論は下

記である。  

 専門化、標準化、連続建造の促進のために抜本的な再編が必要  

 大手造船所間の合併をはじめとした造船所間の協力が必要  

 海洋に関係しないエンジニアリング事業への多角化を推奨  

 日本、英国、西ドイツ、スウェーデンと比較すると、オランダは輸出信用の条

件面で不利になっている  

 

1966 年に、Royal Schelde とロッテルダム造船所が合併して  Rijn-Schelde が設立さ

れ、造船業以外にも原子力発電所用の圧力容器の製造などの事業を行った。Verolme と

NDSM は、新造船の建造と修繕事業のために新たな投資を行った。1967 年に Verolme

は VLCC 市場に参入することを決め、VLCC の建造・修繕を行うためのドックを建設す

るために国に信用保証を求めた。しかしながら、繕事業への依存度が高かった Wilton-

Fijenoord、Rijn-Schelde や VLCC を建造していた NDSM などの競合する造船所から猛

反対を受けた。NDSM は 1968 年に財政難に陥ったため、オランダ政府は、Verolme に

対して、NDSM の統合とドック建造のための信用保証の提供をパッケージとして提示し、

Verolme はこれを受け入れたため、Verolme と NDSM は統合した。また、同年に、Rijn-

Schelde が、Wilton-Fijenoord を買収したことにより、オランダ造船業の主要な企業は

Rijn-Schelde と Verolme-NDSM の二つに集約された。  

Rijn-Schelde は、約 16,000 人の従業員を要する多角的な事業をもつグループとなり、

修繕事業とエンジニアリング事業により好業績を上げていた。  

Verolme-NDSM は 8,000 任の従業員を要しており、ほとんどが新造船の建造に従事し

ていた。しかしながら、1969 年には Verolme-NDSM は、人手不足や賃金・原材料価格

の高騰等により、深刻なコスト超過に陥っていた。オランダ政府は Verolme-NDSM を

存続されるために新たに信用供与を行うとともに、Rijn-Schelde の合併可能性を探った。 
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1970 年代以降  
 

1970 年のタンカー市況の好転は、Verolme-NDSM にとって好都合で、VLCC を次々

に受注することができた。Rijn-Schelde との合併は必要ないと考えられていたが、オラ

ンダ政府は、Verolme-NDSM と Rijn-Schelde の合併は、造船所の合理化を進めるうえ

で必要な組織再編であると考えており、1971 年に、Rijn-Schelde-Verolme（RSV）を設

立した。RSV は 28,000 人を雇用した。RSV は投資が比較的少なかった時期であったに

もかかわらず、VLCC の建造と修繕事業が大きく貢献し、収益性の高いスタートを切っ

た。しかしながら、RSV の経営陣の間では、造船業の将来とグループの組織構造をめぐ

って意見が分かれ、また、非効率的な造船所やその他の不採算事業所の閉鎖計画は、労

働組合の反対により先送りされた。  

RSV は、5 隻の VLCC の建造契約がキャンセルされたことなどによって、1976 年に

多額の損失を計上した。1976 年には、RSV をはじめとするオランダの大規模な産業グ

ループに対する国家の支援が開始された。RSV は造船所やその他の不採算部門の削減

に着手したが、労働組合の抵抗を受け、進展は遅々として進まなかった。この状況は 1978

年まで続いたが、造船所の閉鎖を伴う決定が下され、同社は 1984 年に破産し解散した。  

Royal Schelde は、艦艇建造のおかげで危機を乗り切ることができ、現在は、Damen 

Group の一部として艦艇の建造を行っている。Wilton-Fijenoord や Verolme は新造船

の建造は終了し、現在 Damen Group の一部として修繕事業を行っている。NDSM は

1984 年に閉鎖した。  

オランダの商船建造に従事する労働者は、1975 年から 1980 年の間に 20,850 人から

9,700 人に減少した。オランダの造船業は全盛期に比較して大幅に減少したが、現在は、

浚渫船やオフショア船などニッチな市場に特化していた Damen Group と Royal IHC が

オランダの造船業の二大造船所となっており、安定的した建造量を維持している。  
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図 9.3  Rijn-Schelde-Verolme（RSV）の変遷  [Varela, 2017] 
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